
平 成 ２６ 年 度

中 間 決 算 説 明 会

平成２６年１２月５日



2

本件に関するお問合せ先

株式会社中国銀行 総合企画部 小原・馬庭 TEL：086-234-6519、 FAX：086-234-6587
Eﾒｰﾙ：fvbs2960@mb.infoweb.ne.jp

平成２６年度中間期決算概要平成２６年度中間期決算概要 平成２６年度見通しと主要施策の取組み状況平成２６年度見通しと主要施策の取組み状況

決算概要 4

資金利益の 増減内訳 5

主要勘定①預金・預り 資産 6

主要勘定②貸出金 7

主要勘定③有価証券 8

邦貨主要利回り ・利鞘 9

役務利益の 増減内訳 10

預り 資産収益の 増減内訳 11

経費の 増減内訳 12

与信コ ス トの 推移 13

自己資本の 状況 14

業績見通し 16

主要平残と 利回り 17

営業力強化（法人） 18

営業力強化（個人） 21

人材育成 23

経営管理態勢 24

有価証券運用戦略 25

株主還元に つ い て 26



3

第第ⅠⅠ部部

平成平成2626年度中間期決算概要年度中間期決算概要
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23年度 24年度 25年度 26年度

（億円） 中間 中間 中間 中間 前年比 当初計画比

 コア業務粗利益 439 438 446 439 ▲7 12
 資金利益 371 367 369 362 ▲7 10
 役務利益 68 69 69 74 5 3
 その他業務利益 ▲0 2 7 2 ▲5 ▲1

 経費（▲表示） ▲289 ▲296 ▲287 ▲289 ▲2 5

 コア業務純益 149 142 159 150 ▲9 18
 ＯＨＲ（％） 65.9 67.5 64.2 65.8 1.6 ▲3.1

 与信費用（▲表示） 2 ▲17 43 18 ▲25 6
 債券売買損益・償却 9 7 ▲21 2 23 7
 株式売買損益・償却 ▲41 ▲24 19 15 ▲4 17
 その他 0 4 10 10 0 1

 経 常 利 益 119 112 211 196 ▲15 50
 特 別 損 益 ▲3 ▲0 ▲0 ▲2 ▲2 0
 当 期 利 益 69 71 134 129 ▲5 33

 連結経常利益 137 130 231 213 ▲18 52
 連結当期利益 75 77 143 135 ▲8 33

平成２６年度中間期の 業績 － 決算概要 －

・コア業務純益は、資金利益の 減少に より前年同期比９億円の 減益。

・与信費用は低位安定推移しており、１８億円の 戻入。前年同期比では２５億円の 戻入減少。

・債券関係損益は金利の 低位推移に より売却損が 減少し、改善。
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▲7億円▲▲77億円億円

邦貨資金利益邦貨資金利益

短期運用平残
増加の 影響

（注）預金利回りとの 利鞘で算出

▲10▲▲1010 ＋2＋＋22
外貨資金利益外貨資金利益

＋1＋＋11 ▲0▲▲00

邦貨有価証券平残

増加の 影響

預証利鞘縮小の
影響

+6

邦貨貸出金平残
増加の 影響

▲17
短期運用利鞘・

スワ ッ プ収支の 悪化
影響ほか

▲0

+7

+0+0

平成２６年度中間期の 業績 － 資金利益の 増減内訳 －

預貸利鞘縮小
の 影響

+2

外貨貸出・債券利鞘
拡大影響ほか

外貨貸出・債券平残
増加の 影響ほか

▲5

資金利益

全体

資金利益資金利益

全体全体

邦貨貸出金邦貨貸出金 邦貨有価証券邦貨有価証券 短期運用等短期運用等 外貨部門外貨部門
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平成２６年度中間期の 業績 － 主要勘定 ① 預金・預り資産 －

40,033 41,575 42,584

11,894 12,517 13,110
3,505 3,525 3,696

0

10,000

20,000

30,000

40,000

50,000

60,000

24中間 25中間 26中間

【預金・ＮＣＤ 平残推移】

【【参考参考】】預り資産残高の預り資産残高の 推移推移

※公共債は額面ベースの平残。投資信託は純資産ベースの平残。金融商品仲介は取得価額ベースの平残。保険は末残ベース。

中銀証券は債券・株式・投資信託の末残。

41,895 42,821

12,635 13,095

3,379 3,386

0

10,000

20,000

30,000

40,000

50,000

60,000

25年度 26年度
計画

国内個人国内個人

そ の 他そ の 他

国内法人国内法人

59,39159,391
55,43255,432 57,61957,619 57,90957,909 59,30259,302

（億円）

＋＋2.22.2％％

＋＋3.63.6％％

＋＋2.42.4％％

＋＋2.42.4％％

＋＋4.74.7％％

＋＋3.03.0％％
（億円）

・２６中間では、個人預金、法人預金ともに 堅調推移。

・２６年度では、年率鈍化を計画するも安定した伸び率を維持。

24中間 25中間 26中間 25年度 26年度

（億円） 増減 増減 計画 増減

公共債 4,523 4,138 ▲385 3,638 ▲500 4,013 3,459 ▲554
投資信託 2,174 2,243 69 1,985 ▲258 2,137 1,968 ▲169
金融商品仲介 1,399 1,376 ▲23 1,698 322 1,441 1,719 278
(保険) (3,348) (3,521) 173 (3,649) 128 (3,570) - -

銀行本体(保険除く ） 8,096 7,757 ▲339 7,321 ▲436 7,591 7,146 ▲445
中銀証券 383 617 234 776 159 674 860 186
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平成２６年度中間期の 業績 － 主要勘定 ② 貸出金 －

15,765 15,640 16,025

5,617 5,971 6,468

8,683 8,984
9,202

3,761 3,817
4,04681 108
166

0

10,000

20,000

30,000

40,000

24中間 25中間 26中間

【貸出金 平残推移】

15,783 16,189

6,103 6,384

9,026 9,236

3,826
4,048

126
220

0

10,000

20,000

30,000

40,000

25年度 26年度
計画

35,90835,908
33,90933,909 34,52334,523 34,86634,866

36,07836,078
（億円）

＋＋4.64.6％％

＋＋2.32.3％％

＋＋2.42.4％％

＋＋8.38.3％％

＋＋2.42.4％％

そ の 他そ の 他

地公向け地公向け

地元事業性地元事業性

個人ローン個人ローン

都市部事業性都市部事業性

＋＋3.43.4％％
＋＋4.04.0％％

＋＋2.52.5％％▲▲0.80.8％％

＋＋6.36.3％％

＋＋3.43.4％％

＋＋1.81.8％％
（億円）

・地元事業性資金は、企業の 資金需要回復に より年率＋２．４％。２６年度でも２％超の 伸び率を計画。
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平成２６年度中間期の 業績 － 主要勘定 ③ 有価証券 －

9,485 10,865
12,382

6,692
6,212

5,814

4,859
5,274

5,165
3,320

4,207
4,311974

1,219
1,502

1,106

1,154
1,200
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10,000

20,000

30,000

24中間 25中間 26中間

【有価証券 平残推移】

11,214
12,840

6,166
5,607

5,324
4,943

4,115 4,205

1,260
1,178 1,553

1,235

0

10,000

20,000

30,000

25年度 26年度
計画

30,37630,376

26,43726,437

28,93328,933 29,26129,261
30,38530,385

（億円）

（＋（＋1,3801,380））

（▲（▲480480））

（＋（＋415415））

そ の 他証券そ の 他証券

外貨外国証券外貨外国証券

国 債国 債

社 債社 債

地方債地方債

＋＋2,4962,496

株 式株 式

（▲（▲559559））

（＋（＋1,6261,626））

（▲（▲381381））

＋＋1,1241,124

（＋（＋887887））

（＋（＋9090））

（＋（＋293293））

（＋（＋5757））

（＋（＋245245））

（億円）

（＋（＋1,5171,517））

（▲（▲398398））

（▲（▲109109））

＋＋1,4431,443

（＋（＋103103））

（＋（＋283283））

・国債を中心としつ つ 、外債・投資信託･株式などへ の 分散投資強化に より有価証券残高は増加。
・今後も高水準の 有価証券残高を維持しつ つ 、安定収益の 確保を目的とし、

内外債券・株式・投資信託など へ の 、アセッ トア ロケー ション運用を継続。
・相場環境に 応じて、ポートフォ リ オ を機動的に 調節し、分散投資の 強化を図る。

（＋（＋4646））

（＋（＋4848））
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0.31

1.37
1.27

1.19
1.18

▲ 0.07

0.020.05

1.30
1.58

1.24 1.20

▲1.50

▲1.00

▲0.50

0.00

0.50

1.00

1.50

2.00

2.50

24年度 25年度 26中間 26年度

与信費用比率

邦貨預貸利鞘

ネ ッ ト利鞘
0.70

0.89
0.93

0.95
0.97

0.82

0.73
0.76

(0.94)
(0.92)

(0.95)

4.2

3.8
4.0

4.1

0.60

0.80

1.00

1.20

1.40

24年度 25年度 26中間 26年度

1.0

2.0

3.0

4.0

5.0
【有価証券利回りとデュ レー ション】

（％）

【邦貨預貸利鞘、与信費用比率、ネッ ト利鞘】

平成２６年度中間期の 業績 － 邦貨主要利回り・利鞘 等 －

（％） （年）

邦貨債券邦貨債券
デュレーションデュレーション

邦貨有価証券邦貨有価証券
利回り利回り

邦貨債券邦貨債券
利回り利回り

・邦貨預貸利鞘は縮小。与信費用比率は前年に 続き、低水準で推移。
・市場金利の 低下に より邦貨債券利回りは 低下。デュ レー ションは 4.0年程度を維持。

計画 計画

（投信解約差益を除いた（投信解約差益を除いた

邦貨有価証券利回り）邦貨有価証券利回り）
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平成２６年度中間期の 業績 － 役務利益の 増減内訳 －

2,177 2,109 2,130

2,088 2,048 2,048

440 482 628

2,197 2,266
2,658

0

2,000

4,000

6,000

8,000

24中間 25中間 26中間

【役務利益の 推移】

4,081 4,167

4,108 4,071

1,077 1,221

4,440
5,128

0

5,000

10,000

15,000

25年度 26年度
計画

そ の 他そ の 他

預り資産関連預り資産関連

7,4657,465
6,9046,904 6,9066,906

13,70913,709
14,58714,587（百万円）

＋＋878878
（百万円）

送金・取立送金・取立

投資銀行業務投資銀行業務
＋＋146146

＋＋392392

＋＋144144

＋＋688688

＋＋4242

＋＋6969

・預り資産関連収益の 増加を主因に 、役務利益は 前年同期比＋５億円。

・コンサ ル ティング 営業活動の 強化に より投資銀行業務は 堅調に 推移。

＋＋559559
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750
978 817

912 579 1,063

153
138

188381 569

589
726

1,141

1,093

0

1,000

2,000

3,000

4,000

24中間 25中間 26中間

1,794

1,232

288

1,125

2,272

5,127

2,143

0

2,000

4,000

6,000

25年度 26年度
計画

2,923
(2,197)
2,923

(2,197)

投資信託
（うち販売手数料）

投資信託
（うち販売手数料）

生命保険生命保険

公共債公共債

証券子会社証券子会社

グ ル ープ合算
（銀行本体）

グ ル ープ合算
（銀行本体）

金融商品仲介金融商品仲介

銀行本体銀行本体

3,407
(2,266)
3,407

(2,266)

3,750
(2,658)
3,750

(2,658)
6,712

(4,440)
6,712

(4,440)

7,270
(5,127)
7,270

(5,127)

【預り資産関連収益の 内訳】

（百万円） （百万円）

平成２６年度中間期の 業績 － 預り資産収益の 増減内訳 －

・２６中間は 投資信託が 減少したが 、生命保険が 前年同期比＋５億円となり、

預り資産関連収益全体では、前年同期比＋３億円。

銀行本体銀行本体

証券会社証券会社
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平成２６年度中間期の 業績 － 経費の 増減内訳 －

12 12 10

142 142 144

41 32 33

21
21 22

61
60 60

17
17 18

0

100

200

300

24中間 25中間 26中間

【経費推移】

24 20

286 284

70 75

36 37

123 125

24 28

0

100

200

300

400

500

25年度 26年度
計画

289289296296 287287

565565 570570
（億円）

そ の 他物件費そ の 他物件費

預金保険料預金保険料

退職給付費用退職給付費用

システム経費システム経費

人件費
（除く退給費用）

人件費
（除く退給費用）

税 金税 金

（億円）

・２６中間は 人件費・システム 経費の 増加に より、前年比２億円の 増加。

・２６年度ではＴＳＵＢＡＳＡ開発に 係るシステム 経費の 増加を主因に 、前年比５億円増加。
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▲108

65

▲14
▲41

51

21

▲94

4

▲61

▲42

1

2

16

2

-150

-50

50

23年度 24年度 25年度 26中間 26年度

個別貸倒引当金繰入 一般貸倒引当金繰入 そ の 他の 与信コ ス ト

2323

▲108▲108

平成２６年度中間期の 業績 － 与信コス トの 推移 －

▲87▲87

与信コスト ＝ 一般貸倒引当金繰入＋個別貸倒引当金繰入＋貸出金償却＋特定海外債権引当＋債権売却損失引当＋債権売却損－貸倒引当金戻入益

その他の与信コスト＝貸出金償却、特定海外債権引当、債権売却損失引当、債権売却損

【与信コスト 推移】

（億円）

見通し

▲8▲8

・２６中間は 予想損失率の 低下に より一般貸倒引当金が 戻入となり、与信コスト全体では１８億円の 戻入。

・年度ベー スでも、予想損失率の 更なる低下に より与信コストは８億円の 戻入となる見込み。

▲18▲18
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（億円） 対比

総自己資本 4,306 4,405 99

普通株式等TierⅠ 3,925 3,955 30

う ち 株主資本及び
新株予約権等

3,795 3,819 24

う ち そ の 他有価証券の
評価差額金等

138 170 32

TierⅡ 380 450 70

う ち 有価証券評価損益 383 469 86

う ち 適格引当金が
ＥＬを上回る 額

▲ 3 ▲ 18 ▲15

リ ス ク ･ア セ ッ ト等 29,035 30,680 1,645

総自己資本比率 14.83% 14.35% ▲0.48P

普通株式等TierⅠ比率 13.52% 12.89% ▲0.63P

26/3期 26/9期

14.83
15.14

14.35

12.92
13.52

12.89

8.0

10.0

12.0

14.0

16.0

18.0

25/3末 26/3末 26/9末

平成２６年度中間期の 業績 － 自己資本の 状況 －

【単体自己資本比率（バ ーゼル Ⅲ）の 推移】

普通株式等普通株式等
ＴｉＴｉererⅠⅠ比率比率

総総自己資本比率自己資本比率

（％）

【自己資本（単体）の 状況】

・グ ランドフ ァ ザ リ ング 解除、相場上昇に よる株型資産の リ スクアセッ トの 増加に より、

総自己資本比率・普通株式等ＴｉｅｒⅠ比率はともに 低下。
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第第ⅡⅡ部部

平成平成2626年度見通しと年度見通しと

主要施策の 取組み状況主要施策の 取組み状況
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25年度 26年度

（億円） 計画 前年比 当初計画比

コア 業務粗利益 869 857 ▲12 12
資金利益 721 705 ▲16 9
役務利益 137 146 9 4
その他業務利益 11 6 ▲5 ▲1

経費（▲表示） ▲565 ▲570 ▲5 ▲2

コア 業務純益 304 287 ▲17 10

ＯＨＲ（％） 65.0 66.6 1.6 ▲0.6

  与信コスト（▲表示） 108 8 ▲100 ▲20
  債券 売買損益・償却 ▲16 ▲3 13 7
  株式 売買損益・償却 26 13 ▲13 18
  その他 19 13 ▲6 3

経常利益 441 317 ▲124 17
  特別損益 ▲3 ▲5 ▲2 ▲2

当期純利益 270 202 ▲68 12

（連結 481） （連結 346）

（連結 287） （連結 214）

（▲135）

（▲73）

平成２６年度見通し － 業績見通し －

（+17）

（+12）

経常利益、当期純利益ともに

当初計画を上回る見込み

経常利益、当期純利益ともに経常利益、当期純利益ともに

当初計画を上回る見込み当初計画を上回る見込み

前年比変動要因

（増益要因）

・役務利益の 増加

（減益要因）

・利鞘低下に よる資金利益の 減少

・与信コストの 増加（戻入の 減少）

前年比変動要因

（増益要因）

・役務利益の 増加

（減益要因）

・利鞘低下に よる資金利益の 減少

・与信コストの 増加（戻入の 減少）

当初計画比変動要因

（増益要因）

・債券売買損益の 改善

・株式売買損益の 改善

・資金利益の 増加

（減益要因）

・与信コストの 増加（戻入の 減少）

当初計画比変動要因

（増益要因）

・債券売買損益の 改善

・株式売買損益の 改善

・資金利益の 増加

（減益要因）

・与信コストの 増加（戻入の 減少）
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25年度 26年度

（億円） 実績 前年対比 計画 前年対比 当初計画比

事業性貸出金 21,886 394 22,574 688 300

地元（東京・大阪以外） 15,783 ▲53 16,189 406 215

都市部（東京・大阪） 6,103 448 6,384 281 84

個人ローン 9,026 265 9,236 210 7

地公体向貸出 3,826 89 4,048 222 149

海外支店等 126 35 220 94 11

貸出金小計 34,866 783 36,078 1,212 465

有価証券 29,261 2,099 30,385 1,124 93

その他市場運用 842 88 1,901 1,059 1,426

預金、ＮＣＤ 57,909 2,393 59,302 1,393 134

外部調達（ｺｰﾙﾏﾈｰ＋ﾚﾎﾟ＋日銀） 4,321 620 6,268 1,947 1,908

25年度 26年度

（％） 実績 前年対比 計画 前年対比 当初計画比

邦貨貸出金 利回り 1.319 ▲0.104 1.222 ▲0.097 ▲0.025

邦貨有価証券 利回り 0.971 0.033 0.898 ▲0.073 0.030

邦貨預金＋NCD 利回り 0.041 ▲0.004 0.037 ▲0.004 ▲0.001

債券中心に 増加債券中心に 増加

貸出金・有価証券ともに

利回り低下は継続

貸出金・有価証券ともに

利回り低下は継続

地元事業性を中心に
貸出金は増加

地元事業性を中心に
貸出金は増加

平成２６年度見通し － 主要平残と利回り －

・預金は堅調に 増加

・外部調達の 増加

・預金は堅調に 増加

・外部調達の 増加
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営業現場の融資権限を拡大し、スピーディーな対応

営業力強化 （法人） 地元事業性資金

-2.8

-0.8

0.2

2.7
2.4

-2.7

-0.8

-1.7

-4.0

-3.0

-2.0

-1.0

0.0

1.0

2.0

3.0

4.0

23上 23下 24上 24下 25上 25下 26上 26下

林原Gの回収により

一時的にマイナス拡大

林原Gの回収により

一時的にマイナス拡大

地元資金需要は設備資金を

中心に 徐々に回復。

年率は 2%超で推移。

地元資金需要は設備資金を地元資金需要は設備資金を

中心に 徐々に回復。中心に 徐々に回復。

年率は年率は 2%2%超で推移。超で推移。

【【地元事業性資金平残の 年率推移（％）地元事業性資金平残の 年率推移（％）】】

新規融資への取組み新規融資への取組み

融資権限拡大融資権限拡大

業績表彰制度を改定し、積極的な貸出姿勢を評価

業績表彰制度の改定業績表彰制度の改定

前向きなリスクテイクを行い、積極的にチャレンジ前向きなリスクテイクを行い、積極的にチャレンジ

■地元事業性資金は年率2%台へ 回復。積極的な案件取組みに より、更なる増加を目指す。

■西宮へ の 新規出店に より、有望マ ーケッ トに おける営業基盤の 拡大を目指す。

■地元事業性資金は年率■地元事業性資金は年率2%2%台へ 回復。積極的な案件取組みに より、更なる増加を目指す。台へ 回復。積極的な案件取組みに より、更なる増加を目指す。

■西宮へ の 新規出店に より、有望マ ーケッ トに おける営業基盤の 拡大を目指す。■西宮へ の 新規出店に より、有望マ ーケッ トに おける営業基盤の 拡大を目指す。

【【地元設備資金新規実行額（億円）地元設備資金新規実行額（億円）】】

933958

772

581

463

621
530525

359398
459

0

200

400

600

800

1,000

21上 21下 22上 22下 23上 23下 24上 24下 25上 25下 26上

エリア戦略エリア戦略

兵庫県

大阪府
赤穂支店

姫路支店
加古川支店 神戸支店

大阪支店

H26年12月 西宮支店開設

（神戸支店内）

H27年3月 西宮支店オ ープン

H26年12月 西宮支店開設

（神戸支店内）

H27年3月 西宮支店オ ープン

岡山県

明石支店

新規出店によりエリア網の更なる拡大を図り、

「点」から「面」への営業を展開

新規出店によりエリア網の更なる拡大を図り、

「点」から「面」への営業を展開

西宮支店の開設西宮支店の開設
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■岡山県との提携■岡山県との提携地域活性化に向けた取組み地域活性化に向けた取組み

企業支援に対する取組み企業支援に対する取組み

【連携事項】

・県内への企業誘致の推進及び投資の促進

・地域産業の振興および中小企業等の支援 など

企業誘致、移住・定住促進に向けた取り組みを実施

（取組内容）

・企業立地に関する融資制度の新設（総額500億円）

・地域経済活性化に向けた人材交流（1名出向）

企業誘致、移住・定住促進に向けた取り組みを実施

（取組内容）

・企業立地に関する融資制度の新設（総額500億円）

・地域経済活性化に向けた人材交流（1名出向）

おか や ま活性化ファ ンド 50億円

地元中小企業の お取引先

再生支援・経営参画
改善支援・事業承継支援

岡山県信用保証協会

中国銀行など計７金融機関

中小企業基盤整備機構

有限責任組合員 無限責任組合員

おかやまキャピタル
マネジメント㈱

債権保有/
出資

「再生支援」にとどまらず、「改善支援」「事業承継支援」により

企業活性化をサポート

営業力強化 （法人） 成長分野・地域活性化

■積極的に 企業サ ポートを行い、地域産業の 活性化・資金需要の 創造に 取組む 。■積極的に 企業サ ポートを行い、地域産業の 活性化・資金需要の 創造に 取組む 。■積極的に 企業サ ポートを行い、地域産業の 活性化・資金需要の 創造に 取組む 。

おかやま活性化ファンドの活用おかやま活性化ファンドの活用

Ｈ26.6 岡山県と「連携と協力に関する包括協定書」を締結Ｈ26.6 岡山県と「連携と協力に関する包括協定書」を締結

240

40

85

240

102

14

0

100

200

300

400

500

26中間 26年度見込 28年度計画

【【成長分野向け融資の 実行額（億円）成長分野向け融資の 実行額（億円）】】

ヘルスケア周辺事業全体の成長を後押しするため
「地域ヘルスケア産業支援ファンド」へ出資

情報提供や施工業者との連携強化による案件取込み

アグリサポートファンドを通じた企業への出資を実行

医療・介護医療・介護

再生可能エネルギー再生可能エネルギー

アグリビジネスアグリビジネス

成長分野の取組み成長分野の取組み

医療・介護

再生可能エネルギー

アグリビジネス

201

中計目標 520

約380

・・・
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お客さまの海外ビジネスを積極的に支援し、

国際関連融資の増強を図る。

お客さまの海外ビジネスを積極的に支援し、

国際関連融資の増強を図る。

営業力強化 （法人） 国際業務・ス トラ クチャ ードフ ァ イナ ンス

■お取引先の 海外ビ ジネスサ ポート体制の 充実に より、国際業務の 強化を図る。

■ストラクチャー ドファ イナンスに つ いて広域エ リ アでの 案件取組み強化を図るため 、センターを設立。

■お取引先の 海外ビ ジネスサ ポート体制の 充実に より、国際業務の 強化を図る。■お取引先の 海外ビ ジネスサ ポート体制の 充実に より、国際業務の 強化を図る。

■ストラクチャー ドファ イナンスに つ いて広域エ リ アでの 案件取組み強化を図るため 、センターを設立。■ストラクチャー ドファ イナンスに つ いて広域エ リ アでの 案件取組み強化を図るため 、センターを設立。

・TSUBASAプロジェクト参加行（6行）との国際業務の提携

国際業務の取組み国際業務の取組み

・バンコク駐在員事務所の開設（Ｈ27/上予定）

0

100

200

300

400

500

26中間 26年度 28年度

【【国際関連融資国際関連融資 実行累計額（億円）実行累計額（億円）】】

 

ア ジア 域外
ニ ュ ー ヨー ク
駐在員事務所

シンガポール
駐在員事務所

上海駐在員事務所

香港支店

バ ンコク駐在員事務所
（27/上開設予定）

国名 派遣先

中国 山口銀行 青島支店

タイ カシコン銀行

イントネシア バンクネガラインドネシア

シンガポール みずほ銀行 シンガポール支店

ベ トナ ム み ず ほ 銀行 ホ ー チ ミ ン 支店

■海外トレーニー派遣先

Ｎｅｗ！

Ｎｅｗ！

ストラクチャードファイナンスセンター（SFセンター）の新設ストラクチャードファイナンスセンター（SFセンター）の新設

金融営業部門
（国内ファイナンス等）

国際業務部門
（海外ファイナンス等）

地域開発部門
（ＰＦＩ・環境エネルギー）

市場部門

（東京分室）

【SFセンター】

連携

連携

連携

対外的な窓口

今後マーケットの拡大が

見込まれるインフラ関連等

について、専門部署を設置し、

取組みを強化。

連携

メガバンク

リース会社

証券会社

ファンド

など

海外ビジネスサポート体制の強化海外ビジネスサポート体制の強化

・人材の育成（トレーニー派遣、海外ビジネスサポート担当者の増員）

※海外支店を含む

46

68
（94）

海外進出支援関連融資

非日系融資

470

370

・・・

150
120

計画 計画

※かっこ書きは契約額
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営業力強化 （個人） 若年層～資産形成層

【 若年層 】

【資産形成層】

入学

新社会人

結婚

住宅購入

子供の誕生

将来への投資

【【個人ロ ーン残高（億円）個人ロ ーン残高（億円）】】

口座開設・給与振込口座開設・給与振込

ネット支店における学生・保護者向けの優遇プランの実施

給振元請契約の推進、給振キャンペーン等の実施

預金ピークアウトに備えた入金パイプの強化預金ピークアウトに備えた入金パイプの強化

晴れの国カード（電子マネーを活用した地域カード）晴れの国カード（電子マネーを活用した地域カード）

カードローン・無担保ローンの推進強化

HP構成の見直しを行い、非対面チャネルの強化

個人ローン個人ローン

県外からの移住者に対して住宅ローン金利を優遇

女性行員の住宅ローンセンタートレーニーを開始

・収益性の高い無担保ローンを増強

・地域活性化・女性行員活躍に繋がる取組みを強化

・収益性の高い無担保ローンを増強

・地域活性化・女性行員活躍に繋がる取組みを強化

■取引の 入り口となる若年層か らの 取組みに より、将来取引に 繋が る活動を強化。■取引の 入り口となる若年層か らの 取組みに より、将来取引に 繋が る活動を強化。■取引の 入り口となる若年層か らの 取組みに より、将来取引に 繋が る活動を強化。

計画

取組み施策取組み施策セグメントセグメント

25年度 26年度 28年度

9,185
9,327

9,750

計画
・・・

【【晴れの 国カードを活用した地域貢献晴れの 国カードを活用した地域貢献】】

クレジットカードポイントの地産地消を促し、地域へ貢献クレジットカードポイントの地産地消を促し、地域へ貢献

nanacoと提携したカードの発行（銀行業界初の取組み）（銀行業界初の取組み）

無担保

ローン

無担保

ローン

住宅

ローン

住宅

ローン 住宅ローン

アパートローン

無担保ローン

その他

①クレジットカード利用で
ポイント獲得

③変換したポイントを
利用し、加盟店で買物

②クレジットカードポイントを
nanacoポイントに変換

お客さま当行クレジットカード

晴れの 国カー ド晴れの 国カー ド

nanaco、QUICPayの

機能を併用したカード
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【プレシニア層】

【シニア層】

住宅ローン完済

子供の結婚

定年

セカンドライフ

資産承継

【【平準払継続手数料等（百万円）平準払継続手数料等（百万円）】】

保険コールセンター・保険専門ショップの設置

平準払保険体制の整備平準払保険体制の整備

日中不在先

非来店客層

総合的な保険

コンサルティング

非対面チャネル

テレマーケティング

対面チャネル

保険専門ショップ

保険コールセンター

（H26.10～）

保険プラザ

（H27.1～）

営業力強化 （個人） プ レシニ ア層～シニ ア 層

幅広くお客さまをカバーし、収益増強に繋げる幅広くお客さまをカバーし、収益増強に繋げる

0

200

400

25年度 26年度 28年度・・・

186 205

0

200

400

25年度 26年度 28年度

240

【【事業承継相談件数（件）事業承継相談件数（件）】】

263

■資産運用提案・事業承継対策の 体制強化に より、収益力の 強化を図る。■資産運用提案・事業承継対策の 体制強化に より、収益力の 強化を図る。■資産運用提案・事業承継対策の 体制強化に より、収益力の 強化を図る。

計画計画

・・・

計画計画

相続・事業承継相続・事業承継

法人ニーズ

・事業承継

・融資

個人ニーズ

・相続関連

・不動産活用

法人・個人の連携を強化、クロスセルによる

総合提案を行い、相続・事業承継ビジネスの強化

法人・個人の連携を強化、クロスセルによる

総合提案を行い、相続・事業承継ビジネスの強化

不動産
富裕者

金融資産
富裕者

・
・
・ ・

・
・

担当者の連携強化

オーナー
富裕者

取組み施策取組み施策セグメントセグメント

410

400

窓口

保険コールセンター

保険プラザ
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女性の活躍による組織の活性化女性の活躍による組織の活性化

人材育成 （女性の 活躍機会拡大）

■女性の 活躍できる社会実現に 賛同し、企業の 活力と成長の 促進を図る。■女性の 活躍できる社会実現に 賛同し、企業の 活力と成長の 促進を図る。■女性の 活躍できる社会実現に 賛同し、企業の 活力と成長の 促進を図る。

「女性活躍推進ワーキンググループ」の立ち上げ「女性活躍推進ワーキンググループ」の立ち上げ

女性の意見を収集し、女性の活躍機会拡大に向けた人事施策を検討女性の意見を収集し、女性の活躍機会拡大に向けた人事施策を検討

女性が 働きが いの ある職場へ女性が 働きが いの ある職場へ

提言・反映

公募

女性が 活躍できる組織を作ると ともに 、女性が 活躍できる組織を作ると ともに 、

積極的な人材登用を行い、組織を活性化積極的な人材登用を行い、組織を活性化

【【女性管理監督者数の 推移女性管理監督者数の 推移】】

Eリーダー

会議

女性活躍推進ワ ーキング グ ル ープ

メンバー：女性11名（支店長・役席者・一般行員）

【活動内容】

26/10 月1回程度 開催 27/3

協
力
・
助
言 協

力

サ
ポ
ー
ト

問題点の
洗い出し

改善策の
検討

具体的施策の
提言

人事部

本部各部

女性行員

Gコース行員

（法人渉外・融資業務主体）

Ｅコース行員

（資産運用・内勤業務主体）
70

80

90

100

26/3末 26/10末 29/3末

77

（7）

91

（8）

100人以上

・・・

計画

※かっこ書きは管理職の数
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経営管理態勢 ロー コス ト体制の 構築と 効率的運営

経費削減に向けた取組み経費削減に向けた取組み 業務効率化に向けた取組み業務効率化に向けた取組み

■持続的な経費抑制とともに 、業務効率化を通じた取組みに より生産性の 向上を図る。■持続的な経費抑制とともに 、業務効率化を通じた取組みに より生産性の 向上を図る。■持続的な経費抑制とともに 、業務効率化を通じた取組みに より生産性の 向上を図る。

PlanPlan

DoDo

CheckCheck

ActionAction

予算・投資計画立案

各施策の実行

統制・進捗管理

投資効果の検証
指導

コストマ ネジメント
センター

コストマ ネジメント
センター

コストマネジメント体制スタートコストマネジメント体制スタート

専担組織によるPDCA管理、経費管理システム

導入によりコストマネジメント体制を高度化

専担組織によるPDCA管理、経費管理システム

導入によりコストマネジメント体制を高度化

ＴＶ会議システムの導入ＴＶ会議システムの導入

営業店業務効率化営業店業務効率化

営業店業務改革プロジェクト営業店業務改革プロジェクト ス タート（ス タート（H26.7H26.7～）～）

・集合研修、会議の 移行率・集合研修、会議の 移行率 6.26.2％％ （目標（目標30%30% 目標に対する進捗率約目標に対する進捗率約2020％）％）

・コミュニ ケーションツール としての 活用・コミュニ ケーションツール としての 活用

営業店負担を軽減

・管理業務の見直し
・書類の簡素化 など

渉外活動時間 ２０％アップ

内勤事務効率化

配信コンテンツ 200個以上

視聴回数 12,500回以上

経営トップからの

メッセージ発信

勉強会

本部からの情報発信

（マーケット情報等）

研修

ブロック内会議

（支店間会議）

集合研修・会議集合研修・会議

コミュニケーションツールコミュニケーションツール

一体感の醸成一体感の醸成

旅費・移動時間の削減、意思決定迅速化旅費・移動時間の削減、意思決定迅速化

本部－営業店の意思疎通の円滑化本部－営業店の意思疎通の円滑化

経営からのメッセージ発信経営からのメッセージ発信

目標目標

【【経費削減計画経費削減計画】】

計画

実績

経費削減計画
8.7億円

0.7億円
0.2億円

経費削減実績は

計画を上回って推移

・・・

7割程度の

削減が具体化

26中間 28年度計画
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23,733

3,647

4,115

4,205749

892
465

533

506

462

406

23,046

21,630

1,165

1,235

1,178

1,106

1,276

20,000

22,500

25,000

27,500

30,000

32,500

24年度 25年度 26年度

（億円）

【【市場運用平残計画の 前提市場運用平残計画の 前提】】

有価証券運用戦略 － ア セッ トア ロケ ーション の 状況 －

※1：その他：金銭の信託、デリバティブ定期、長期信託受益権、投資事業組合等

※2：円建外債を含む。

部門収益向上に向けた基本運営方針部門収益向上に向けた基本運営方針

・高水準の 債券残高を維持も、リ ターンに見合わない
過度な金利リ スク積み増しは抑制

・リ スク性資産の 多様化および残高積み増しにより
資金利益減少をカバ ー

・資金利益の 減少をキャピタル ゲインにより
カバ ーすることも検討

・高水準の 債券残高を維持も、リ ターンに見合わない
過度な金利リ スク積み増しは抑制

・リ スク性資産の 多様化および残高積み増しにより
資金利益減少をカバ ー

・資金利益の 減少をキャピタル ゲインにより
カバ ーすることも検討

投資資産別の利回り状況投資資産別の利回り状況

32,02432,024

・「予兆管理能力」向上による機動的「アセッ トアロケーション」実行
・「運用商品解析、目利き能力」向上による「運用カテゴリ ー」拡大

・「予兆管理能力」向上による機動的「アセッ トアロケーション」実行
・「運用商品解析、目利き能力」向上による「運用カテゴリ ー」拡大

【６６０】

28,10528,105

30,22930,229

【５６３】

【４６６】

計画

低金利下でのアロケーション方針低金利下でのアロケーション方針

邦貨債券※2邦貨債券※2

外貨外国証券外貨外国証券

投資信託投資信託

そ の 他※1そ の 他※1

株 式
【内、純投資】

株 式
【内、純投資】

邦貨短期運用邦貨短期運用

0. 95 % 0 .8 2 % 0 . 7 5 %

2 . 2 3 %

0 .9 7 %
0 .7 0 %

1 .6 1 % 1 . 4 9 % 1 .4 3 %
1 . 7 8 % 1 .6 0 %

4 .4 0 %

2 . 0 3 %1 . 8 0 % 1 . 6 2 %

2 .9 7 %

2 .5 2 %

2 .5 9 %

2 .5 3 %
2 .0 8 %

0.0%

0.5%

1.0%

1.5%

2.0%
2.5%

3.0%

3.5%

4.0%

4.5%

22年度 23年度 24年度 25年度 26年度

計画※3：外貨外国証券は運用調達スプレッド

邦貨債券邦貨債券

外貨外国証券※3外貨外国証券※3

株 式株 式

投資信託投資信託

債券の 利回り低下を
株式・投信でカバ ー

（（＋＋686686））

（（＋＋9090））

（（＋＋272272））

（（＋＋5757））

（（＋＋743743））

（（▲▲5555））

残高
積み増し

４．１

４．２

３．８

３．７
２．７

２．０
外債デュレーション

円債デュレーション

債券残高は高水準維持も
デ ュレー ションは短期化

（（＋＋1,7941,794））
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株主還元に つ いて

当期純利益 配当総額 配当性向 自己株取得額 総還元率

① ② ②÷① ③ (②+③）÷①

27.3予 202 31.8 16.00円 （8.00円） 15.7% 実施を公表している額

15億円
30％程度

26.3 270 32.3 16.00円 （7.50円） 12.0% 49 30.3%

25.3 169 28.4 14.00円 （6.75円） 16.8% 23 30.3%

24.3 182 28.1 13.00円 （6.00円） 15.4% 226.6 139.9%

23.3 31 30.0 13.00円 （6.50円） 96.8% 9.6 123.8%

※還元率算出における自己株取得は、株主総会を起点とする1年間に実施したもので算出。

一株当たり配当（中間）

株主還元の状況株主還元の状況

２６年度の配当予定２６年度の配当予定

当期利益 202億円
（当初予想対比＋12億円）

当期利益 202億円
（当初予想対比＋12億円）

H26.11.10～H26.12.19
上限110万株・15億円 取得予定

配当と自社株取得

合計の還元率

30％を目安とする

配当と自社株取得

合計の還元率

30％を目安とする

配当予想配当予想

自社株取得自社株取得

16.0円（安定配当15.0円）
26年度業績予想26年度業績予想

■安定配当（15.0円）、利益状況に 応じた増配、自己株式取得合計の 還元率30％を目安とする。■安定配当（■安定配当（15.015.0円）、利益状況に 応じた増配、自己株式取得合計の 還元率円）、利益状況に 応じた増配、自己株式取得合計の 還元率3030％を目安とする。％を目安とする。



本資料には将来の業績に関する記述が含まれております。こうした記述は将来の業績を保証
するものではなく、リスクや不確実性を内包するものです。将来の業績は、経営環境の変化な
どにより、目標対比異なる可能性があることにご留意下さい。


